
神戸市垂水区名谷町字賀市３４４７番１外

低層住宅地

アパート、住宅、事
業所等が混在する住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 100 70 40 低層住宅地

-

２住居(60,200)

区内の人口は微減傾向で推移している。垂水駅徒歩圏等の人気エ
リアを除き、全体的に地価は横ばい乃至はやや下落傾向で推移し
ている。

地域の状況に変動は見受けられず、需給は安定的に推移している。

個別的要因に変動はない。

周辺には賃貸用共同住宅もみられるものの、近隣地域内には価格水準の形成を主導する収益物件はなく、収益目的の取引は
ほとんど見受けられない。居住の快適性・利便性に着目した自用目的の土地取引が中心となっていることから、本件は市場
の実情をより反映する比準価格を重視し、収益価格は参考にとどめ、標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり
決定した。

［

［

事務所兼住宅
Ｓ３

当該地域は戸建住宅、アパート等が混在する既成住宅地域であり、特段の地域要因の変動はみられない。土地の需給は比較
的安定しており、地価は横這い傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 74,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

73,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 27

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.0

0.0

-36.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄名谷駅
南西 2km

神戸市営地下鉄名谷
2km

(8)

北西10m県道

２住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
１０ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

308

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

74,000 円／㎡

42,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

46,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 ％ ％

61.4 ］

100［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 25日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

22,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 74,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

59,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線、山陽電鉄本線並びに市営地下鉄西神・山手線沿線で、概ね神戸市西部の住宅地域を包含する圏
域。需要者は神戸市内の居住者や地元不動産業者等が中心となっている。アパート、戸建住宅、事業所等が混在するやや雑
然とした住宅地域であるが、土地の需給は概ね安定的に推移している。市場の中心となる価格帯は規模等によってまちまち
で総額は把握しがたいが、土地は１㎡あたり７万円～８万円程度が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

中尾不動産鑑定事務所

明井 英雄



神戸市垂水区桃山台３丁目１４番６

戸建住宅地

中規模一般住宅が並
ぶ閑静な既成の住宅
地域

30

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 20 70 50 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

垂水区内の人口は微減傾向。駅徒歩圏内の住宅地の需要は堅調で
ある。徒歩圏外では新規の住宅分譲により、供給過多の団地も見
られる。

最寄駅から徒歩圏外に位置し、相対的な利便性はやや劣るものの、
物件としての値頃感から、地価はほぼ横這いで推移している。

個別的要因に変動はない。

自己使用目的が中心の戸建住宅地域であり、転勤等に伴う一時的な貸家利用が見られる程度で、賃貸市場が熟成されていな
いので収益価格は試算しなかった。当該地域は居住の快適性を重視する住宅地域で、取引価格の水準を指標として価格決定
されることが支配的であることから、市場の実態を反映する比準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。なお、
この価額は地価公示標準地等との検討結果とも均衡しており妥当なものと考える。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は、中規模の一般住宅が多い住宅地域であり、地域要因に特別の変動はなく、当分の間現状を維持していくものと
予測する。なお、今後の地価動向については、概ね横這いで推移すると考える。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 102,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

101,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 44

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ垂水駅
北東方 4.6km

ＪＲ垂水
4.6km

(8)

西6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　　　　
北６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

198

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 14.5  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

102,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

102,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

100 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

102,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

111,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

104.0 ］

98.2［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 27日 正常価格

平成 30年 7月 4日平成 30年 7月 1日

20,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 102,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

82,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線及び市営地下鉄西神山手線沿線で、概ね神戸市垂水区中北部のバス圏の住宅地域。需要者の中心
は神戸市内の居住者が多いが、他市からの流入も見られる。街区の整然とした大型住宅団地内にあり一定の需要は認められ、
地価動向は概ね安定している。土地は２００㎡程度で２０００万円程度、新築戸建は３０００万円～３５００万円が需要の
中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　山本総合鑑定

山本昌生



神戸市垂水区塩屋北町３丁目２４０番９６

戸建住宅地

区画整然とした一般
住宅の多い住宅地域

25

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 50 60 60 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

垂水区の人口は微減傾向、分譲地供給はあるが住宅需要はおおむ
ね堅調で利便性の良好な地域では僅かながら上昇した地点も見ら
れる。

中規模一般住宅が多い区画整然とした住宅地域で格別な地域要因
の変動はない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅用に開発された住宅団地で、戸建賃貸住宅が存在しても転勤等特殊な事情に基づくものが中心であり、経済的に賃
貸住宅が成り立つ地域ではないことから収益価格は試算しなかった。一方、比準価格は、類似地域における多数の信頼性の
ある取引事例より求めたものであり、市場の実態を反映する価格が求められた。よって、本件では比準価格を中心に、指定
基準地及び標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は、区画整然とした一般住宅地域であり大きな変動要因はなく、地価水準は横ばい傾向にあるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 75,300 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

74,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 41

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

0.0

+2.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ須磨駅
北西方 4.6km

ＪＲ須磨
4.6km

(8)

北6m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「塩屋北町３－１５－１１」

②地積

（㎡）

189

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

75,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

78,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 ％ ％

105.1 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

75,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+37.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

108,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

138.4 ］

99.1［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 5日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

14,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 75,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

60,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ねＪＲ山陽本線・山陽電鉄本線沿線で神戸市の圏域である。区画整然とした住宅地域であり、需要者の中
心は神戸市の居住者が大半を占める。戸建住宅地域として熟成した住宅団地であるが、駅からはバス圏にあり、周辺では新
規分譲住宅も多いが、割安感から概ね需要は安定している。土地は１５００万円程度、新築の一戸建物件は３０００万円程
度の物件が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社六甲アイランド鑑定事務所

福永　美幸



神戸市垂水区神和台２丁目８番３

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ区画整然とし
た住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北90 60 80 60 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

区内の人口は微減傾向で推移している。垂水駅徒歩圏等の人気エ
リアを除き、全体的に地価は横ばい乃至はやや下落傾向で推移し
ている。

最寄り駅から遠い利便性の劣る住宅地域であり、相対的な競争力
の低下を反映し、需要は弱含みで推移している。

個別的要因に変動はない。

対象基準地は戸建住宅用に開発された住宅団地内の宅地であり、賃借需要を想定するのは現実妥当性を欠くため収益価格は
求めることができなかった。居住の快適性・利便性に着目した自用目的の土地取引が中心となっていることから、本件は市
場性を反映した比準価格を標準として、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は中規模戸建住宅が建ち並ぶ成熟した住宅地域であり、特段の地域要因の変動はみられない。最寄り駅から徒歩圏
外に位置するやや利便性の劣る住宅地域であり、地価は弱含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 82,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

81,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 32

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+30.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄名谷駅
南西 3.3km

神戸市営地下鉄名谷
3.3km

(8)

西6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

186

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

81,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

110,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.8 ％ ％

130.0 ］

99.1［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 25日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

15,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 81,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

66,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線、山陽電鉄本線並びに市営地下鉄西神・山手線沿線で、概ね神戸市西部の住宅地域を包含する圏
域。需要者は神戸市内の居住者が中心となっている。最寄り駅から徒歩圏外に位置するやや利便性の劣る住宅地域であり、
土地需要はやや弱含みで推移している。市場の中心となる価格帯は１８０㎡程度の標準的な規模の土地で１，５００万円～
１，８００万円程度、新築の戸建住宅は３，０００万円～３，５００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

中尾不動産鑑定事務所

明井 英雄



神戸市垂水区福田１丁目６番４

戸建住宅地

小規模一般住宅、ア
パート等が混在する
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 20 25 25 戸建住宅地

-

１中専(60,200)
準防

垂水区内の人口は微減傾向。駅徒歩圏内の住宅地の需要は堅調で
ある。徒歩圏外では新規の住宅分譲により、供給過多の団地も見
られる。

垂水区内における住環境・生活の利便性は中庸程度の住宅地域で
あり、土地需要は安定傾向である。

個別的要因に変動はない。

周辺に賃貸共同住宅も見受けられるが、対象基準地は画地規模から賃貸経営上合理的な建物の想定が困難なため、収益価格
は試算しなかった。当該地域は快適性を重視する住宅地域であり、取引価格の水準を指標として価格決定されることが一般
的である。よって、比準価格を標準とし、代表標準地と規準した価格の検討結果を踏まえて、鑑定評価額を上記のとおり決
定した。

［

［

住宅
Ｗ２

福田川西岸に位置する小規模一般住宅、アパート等が混在する住宅地域。地域要因に特別の変動はなく、今後とも現状のま
ま推移するものと予測する。地価は概ね横ばいと考える。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 131,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

131,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 13

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

+9.0

+28.0

-5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ垂水駅
北東方 1.8km

ＪＲ垂水
1.8km

(8)

北6m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特記すべき事項はない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「福田１－１－１６」

②地積

（㎡）

66

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 70  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

131,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

167,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

128.6 ］

100.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 27日 正常価格

平成 30年 7月 4日平成 30年 7月 1日

8,650,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 131,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

105,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線沿線の住宅地域で、概ね神戸市垂水区中南部の住宅地域。需要者の中心は神戸
市内の居住者が多いが、他市からの流入も見られる。神戸市垂水区は住宅地として人気が高く、利便性が良好で、宅地需要
は根強いものがある。当該地域は小規模に区画割りされた住宅地が多く、需要の中心となる価格帯については、土地は７０
㎡程度で９００万円前後で、新築建売住宅は２５００万円～３０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　山本総合鑑定

山本昌生



神戸市垂水区泉が丘１丁目１６１６番１７

低層住宅地

中規模一般住宅が多
い既成住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 100 20 15 低層住宅地

-

１中専(60,150)
準防

垂水区の人口は微減傾向。景気は緩やかな回復基調にあり、利便
性の優る地域の地価は上昇傾向、それ以外は横這い乃至下落傾向。

中規模住宅が建ち並ぶ既成住宅地域であり、駅から近く、地価は
安定している。

個別的要因に変動はない。

画地規模等から賃貸経営上合理的な建物の想定が困難であるため、収益還元法の適用は断念した。一方、比準価格は、類似
地域における多数の信頼性のある取引事例より求めたものであり、市場の実態を反映した価格が求められた。よって、本件
では比準価格を中心に、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅が多い既成住宅地域で、地域要因に変動がなく、今後とも現状維持で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 112,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

110,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 26

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+3.0

0.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄東垂水駅
北東方 400m

山陽電鉄東垂水
400m

(8)

南4.5m市道

１中専
(60,150)
準防

（その他）　　　　

特記すべき事項はない 基準方位北
４．５ｍ市道　　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「泉が丘１－７－５」

②地積

（㎡）

141

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 140  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

112,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

116,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 ％ ％

107.2 ］

100［ ］ 103.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 2日 正常価格

平成 30年 7月 4日平成 30年 7月 1日

15,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 112,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

90,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市の南西部、ＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線沿線の住宅地域である。需要者の中心は圏内の居住者が大半
を占める。駅接近性に優れた既成住宅地域であり、需給は概ね安定している。土地は１，５００万円～１，８００万円程度、
戸建の新築物件は３，０００万～３，５００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社協同鑑定所

大家通孝



神戸市垂水区松風台１丁目１７７８番１５３

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

30

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北80 100 80 30 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

垂水区の人口は微減傾向。景気は緩やかな回復基調にあり、利便
性の優る地域の地価は上昇傾向、それ以外は横這い乃至下落傾向。

住宅団地として熟成しており、特筆すべき変動はない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅用に開発された住宅団地で、戸建賃貸住宅が存在しても転勤等の特殊な事情に基づくものが中心であり、経済的に
賃貸住宅が成り立つ地域ではないことから収益価格は試算しなかった。一方、比準価格は、類似地域における多数の信頼性
のある取引事例より求めたものであり、市場の実態を反映した価格が求められた。よって、本件では比準価格を中心に、標
準地及び指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は熟成した住宅団地であり大きな変動要因はなく、地価は横ばい傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 95,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

94,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 44

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ垂水駅
北東方 3.8km

ＪＲ垂水
3.8km

(8)

北6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「松風台１－１３－４」

②地積

（㎡）

207

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 220  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

95,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

102,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 ％ ％

107.0 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

94,500

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+12.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

111,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

112.0 ］

98.2［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 2日 正常価格

平成 30年 7月 4日平成 30年 7月 1日

19,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 95,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

76,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ねＪＲ山陽本線、山陽電鉄本線沿線で、神戸市の圏域に存する住宅地域である。需要者の中心は神戸市の
居住者が大半を占める。周辺では大規模分譲住宅団地が競合し、新規分譲住宅等の供給圧力もあるが、名谷ＩＣやジェーム
ス山の商業施設が近く、比較的利便性が高い地域であることから需要は安定している。土地は２，１００万円程度、新築戸
建住宅は３，５００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社協同鑑定所

大家通孝



神戸市垂水区川原３丁目１１番２

戸建住宅地

一般住宅、アパート
のほか業務用地が混
在する住宅地域

24

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 30 50 50 戸建住宅地

-

１住居(60,200)
準防

区域北部の既成団地内等で地価の下落がみられたが、人気学校区
内等上昇が続いた地域もあり区内全体としては概ね横這い傾向と
なった。

「垂水」駅から徒歩圏で、登坂経路がほぼない平坦部エリア内の
地域は人気が高く品薄状態にあり地価は僅かながら上昇した。

個別的要因に変動はない。

アパ－ト、小売店舗等が混在する地域であるが、敷地の間口は狭く共同住宅等の想定は非現実であり、他に賃貸経営上合理
的な建物の想定は困難であるため収益価格は試算せず、比準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。また、当該
評価額は下記（８）の規準結果との均衡を得ており、（９）の検討も併せて行った。

［

［

住宅
Ｗ２

用途的混在は一部見られるものの急速な変化はなく当分現状維持するものと予測する。ＪＲ垂水駅徒歩圏に位置する地域で
相対的希少性は高く地価は強含みにある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 174,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

174,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 7

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ垂水駅
北東方 550m

ＪＲ垂水
550m

(8)

北5.8m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位　　　北
５．８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「川原３－１－２２」

②地積

（㎡）

161

( )

⑨法令上の規制等

1:3

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

175,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

175,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.6 ％ ％

101.0 ］

100.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

176,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-4.0

-7.0

-2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

154,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

87.5 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 8日 正常価格

平成 30年 7月 1日平成 30年 7月 1日

28,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 175,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

140,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市内のうち山陽電鉄本線及びＪＲ山陽本線沿線の住宅地域。需要者の中心はほぼ神戸市内居住者である。
業務施設等が介在する在来住宅地域で、供給は小規模な建売分譲が見込まれる程度である。一方、実需は一次取得層の予算
額に見合った住宅は品薄気味で取引自体は若干減少傾向にあった。土地は１５０㎡前後で２，５００万円程度、新築の戸建
住宅は４，５００万円程度が中心となる価格帯とみられる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

8 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４

業者名

印不動産鑑定士氏名

野島不動産鑑定事務所

野島準一



神戸市垂水区潮見が丘１丁目２２５２番１０７０

低層住宅地

中小規模の一般住宅
、マンションが混在
する住宅地域

14

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 30 50 50 低層住宅地

-

１住居(60,200)

垂水区内の人口は微減傾向。駅徒歩圏内の住宅地需要は堅調であ
る。徒歩圏外では新規の住宅分譲が活発で、供給過多の団地も見
られる。

地域要因に格別な変動はない。バス圏の住宅地域で、周辺地域か
らの宅地供給圧力が強く、選好性にやや劣り、地価は下落基調に
転じた。

個別的要因に変動はない。

周辺にはマンション等も見られるので共同住宅を想定したが、敷地規模等から容積充足率が低くなるため収益価格はやや低
位に試算されたものと判断する。従って、居住の快適性を重視する住宅地域でもあり、収益価格は参考程度に留め、標準地
及び指定基準地との検討を踏まえ、比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

中小規模の一般住宅、マンションが混在する成熟した住宅地域であり、当面、現状のままで推移していくものと予測する。
地価は周辺地域の宅地供給圧力の影響を受け、緩やかな下落基調に転じた。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 91,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

90,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 17

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

-6.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ垂水駅
北方 2.6km

ＪＲ垂水
2.6km

(8)

東6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　　　　
北６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「潮見が丘１－１０－２３」

②地積

（㎡）

208

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

90,000 円／㎡

57,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

84,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.1 ％ ％

94.0 ］

99.5［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

90,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

+10.0

+86.0

-5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

166,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

188.5 ］

101.2［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 25日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

18,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 90,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

73,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線沿線で、概ね神戸市の圏域に存する住宅地域である。需要者の中心は神戸市内
居住者が大半を占め、圏域外からの転入者も若干見られる。バス圏の既成住宅地域で、供給は主として既存画地の分割によ
る小規模建売分譲が中心となっている。需要の中心となる価格帯は、土地は２００㎡前後で１，８００万円前後、新築の戸
建住宅は３，０００万円～３，５００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

9 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

藤原不動産鑑定

藤原　正秀



神戸市垂水区狩口台２丁目２８番

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 20 60 30 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

垂水区の人口は微減傾向。景気は緩やかな回復基調にあり、利便
性の優る地域の地価は上昇傾向、それ以外は横這い乃至下落傾向。

中規模一般住宅が多い区画整然とした住宅地域で、格別な地域要
因の変動は無い。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅用に開発された住宅団地で、戸建賃貸住宅が存在しても転勤等の特殊な事情に基づくものが中心であり、経済的に
賃貸住宅が成り立つ地域ではないことから収益価格は試算しなかった。一方、比準価格は、類似地域における多数の信頼性
のある取引事例より求めたものであり、市場の実態を反映した価格が求められた。よって、本件では比準価格を中心に、前
年価格等からの検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は成熟した住宅地域で、急速な変化は見込めず、当分現状維持するものと予測する。概ね実需水準にあり地価は当
面横這い傾向にあるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 133,000円／㎡

公示価格 133,000円／㎡

標準地番号 神戸垂水 33-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

133,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 33

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ朝霧駅
北東方 1.3km

ＪＲ朝霧
1.3km

(8)

東6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「狩口台２－５－１５」

②地積

（㎡）

194

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

133,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

133,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 0.0％ ％

100 ］

100［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 2日 正常価格

平成 30年 7月 4日平成 30年 7月 1日

25,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 133,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

105,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市及び明石市のうち山陽電鉄本線及びＪＲ山陽本線沿線の住宅地域である。需要者の中心は神戸市内の居
住者が中心である。大規模開発団地内の住宅地域で供給は既存画地の分割等による小規模な建売分譲が見込まれる程度であ
る。土地は２，５００万円～３，０００万円程度、新築の戸建住宅は４，０００万円～４，５００万円程度が需要の中心と
なっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

10 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社協同鑑定所

大家通孝



神戸市垂水区千鳥が丘３丁目２２５１番１６１

戸建住宅地

中規模一般住宅、共
同住宅等が混在する
住宅地域

14

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 20 90 40 戸建住宅地

-

１低専(60,150)
準防

土砂災害警戒区域

区域北部の既成団地内等で地価の下落がみられたが、人気学校区
内等上昇が続いた地域もあり区内全体としては概ね横這い傾向と
なった。

バス圏ながら街路条件等が良好な地域で、概ね実需水準とみられ
地価は横這いとなった。

個別的要因に変動はない。

ハイツ等が混在する地域であるが、敷地規模が小さいこと等から共同住宅の想定はやや現実性を欠き、他に賃貸経営上合理
的な建物の想定は困難であるため収益価格は試算せず、比準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。また、当該
評価額は下記（８）の規準結果との均衡を得ており、（９）の検討も併せて行った。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は成熟した住宅地域で、急速な変化は見込めず、当分現状維持するものと予測する。概ね実需水準にあり地価は当
面横這い傾向にあるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 131,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

131,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 18

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

-3.0

+1.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ垂水駅
北東方 1.5km

ＪＲ垂水
1.5km

(8)

南東8.2m市道

１低専
(60,150)
準防

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない 基準方位　　　北
８．２ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「千鳥が丘３－１－３９」

②地積

（㎡）

148

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

131,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

124,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 ％ ％

95.0 ］

100［ ］ 102.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

131,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-5.0

+7.0

+33.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

166,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

131.1 ］

101.2［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 8日 正常価格

平成 30年 7月 1日平成 30年 7月 1日

19,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 131,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

105,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市内のうち山陽電鉄本線及びＪＲ山陽本線沿線の住宅地域。需要者の中心はほぼ神戸市内居住者である。
バス圏の既成住宅地域で、供給は主として建売分譲で既存画地の分割による小規模なものが中心となる。一方、実需は一次
取得層の予算額に見合った住宅は品薄気味で取引自体は若干減少傾向にあった。土地は１５０㎡前後で２，０００万円程度、
新築の戸建住宅は３，５００万円程度が中心とみられる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

11 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４

業者名

印不動産鑑定士氏名

野島不動産鑑定事務所

野島準一



神戸市垂水区野田通２１番７

戸建住宅地

中小規模一般住宅、
アパート等が混在す
る住宅地域

24

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 20 60 20 戸建住宅地

-

１中専(60,180)
準防

垂水区の人口は微減傾向。景気は緩やかな回復基調にあり、利便
性の優る地域の地価は上昇傾向、それ以外は横這い乃至下落傾向。

古くからの住宅地域で、周辺では建物の取り壊しや画地の細分化
による再分譲も見られる。

個別的要因に変動はない。

画地規模等から、経済的に賃貸事業が成り立つ建物の想定が困難であるため、収益還元法の適用は断念した。一方、比準価
格は、類似地域における多数の信頼性のある取引事例より求めたものであり、市場の実態を反映した価格が求められた。よ
って、本件では比準価格を中心に、標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中小規模一般住宅を主とする古くからの住宅地域で大きな変動要因はなく、地価は安定的に推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 157,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

156,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 20

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+4.0

+4.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ垂水駅
北東方 1.1km

ＪＲ垂水
1.1km

(8)

北4.5m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(60,180)

特にない 基準方位北
４．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「野田通７－１７」

②地積

（㎡）

91

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

157,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

172,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 ％ ％

110.3 ］

100.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

157,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+2.0

-4.0

-1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

154,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

97.9 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 2日 正常価格

平成 30年 7月 4日平成 30年 7月 1日

14,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 157,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

125,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ねＪＲ山陽本線、山陽電鉄本線沿線で、神戸市の圏域に存する住宅地域である。需要者の中心は神戸市の
居住者が大半を占める。旧来からの住宅地域であり、規模が小さい画地が多く、総額が低廉となることから需要は堅調であ
る。土地は１，６００万円程度、新築の戸建物件は３，０００万円～３，５００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 12－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

12 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社協同鑑定所

大家通孝



神戸市垂水区旭が丘１丁目２２４２番１４１

戸建住宅地

中規模一般住宅、共
同住宅が混在する閑
静な住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 80 70 60 戸建住宅地

-

１低専(60,150)
準防

区内の人口は微減傾向で推移している。垂水駅徒歩圏等の人気エ
リアを除き、全体的に地価は横ばい乃至はやや下落傾向で推移し
ている。

ＪＲ垂水駅から徒歩圏に位置する利便性の優れる住宅地域であり、
地価はやや上昇傾向で推移している。

個別的要因に変動はない。

周辺には共同住宅も見受けられるが、対象基準地は戸建住宅用に開発された住宅団地内の宅地であり、賃借需要を想定する
のは現実妥当性を欠くため収益価格は求めることができなかった。居住の快適性・利便性に着目した自用目的の土地取引が
中心となっていることから、本件は市場性を反映した比準価格を標準として、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を
上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は中規模一般住宅が建ち並ぶ成熟した住宅地域であり、特段の地域要因の変動はみられない。ＪＲ垂水駅から徒歩
圏に位置する利便性が優れる住宅地域であり、地価はやや上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 156,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

157,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-2.0

+4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ垂水駅
北 750m

ＪＲ垂水
750m

(8)

南6m市道

１低専
(60,150)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「旭が丘１－１０－６２」

②地積

（㎡）

152

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

157,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

154,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.6 ％ ％

100.9 ］

100［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 25日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

23,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 157,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

125,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線の沿線で、概ね神戸市西部の住宅地域を包含する圏域。需要者は神戸市内の居
住者が中心となっている。ＪＲ垂水駅から徒歩圏に位置する利便性が優れる住宅地域であり、需要は底堅く推移している。
市場の中心となる価格帯は１５０㎡程度の標準的な規模の土地で２，０００万円～２，５００万円程度、新築の戸建住宅は
３，５００万円～４，０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 13－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

13 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

中尾不動産鑑定事務所

明井 英雄



神戸市垂水区舞子台３丁目１５番７

戸建住宅地

中規模の一般住宅が
建ち並ぶ住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北80 20 20 40 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

垂水区内の人口は微減傾向。駅徒歩圏内の住宅地需要は堅調であ
る。徒歩圏外では新規の住宅分譲が活発で、供給過多の団地も見
られる。

地域要因に特別な変動はない。選好性の高い住宅地域で、需要は
底堅く、実需等を反映して地価はやや上昇基調で推移している。

個別的要因に変動はない。

中規模戸建住宅が建ち並ぶ地域であり、戸建賃貸住宅が存在しても転勤等の特殊な事情に基づくものが散見される程度で、
自己使用目的の取引が中心の住宅地域である。需要者は市場での成約価格の水準を指標として取引価格を決定することが通
常と認められる地域であることから、収益還元法は適用せず、市場の実態を反映した比準価格を採用し、評価対象地が代表
標準地と同一地点であることから、半年毎の変動率にも留意し、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

当該地域は成熟した住宅地域であり、当面は現状のまま推移すると予測する。駅徒歩圏にあり居住環境は良好で需要は根強
く、地価はやや上昇基調で推移している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 166,000円／㎡

公示価格 167,000円／㎡

標準地番号 神戸垂水 13-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

168,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 13

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ舞子駅
北東方 850m

ＪＲ舞子
850m

(8)

北4m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「舞子台３－２－１５」

②地積

（㎡）

308

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

168,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

167,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.2 +0.6％ ％

100 ］

100.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 25日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

51,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 168,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

135,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線沿線で、概ね神戸市の圏域に存する住宅地域である。需要者の中心は神戸市の
居住者が大半を占める。画地規模が大きい場合には、分割による小規模な建売分譲の事例も散見されるが、駅徒歩圏にある
中規模の戸建住宅が建ち並ぶ垂水区内でも選好性の高い地域で、需要は根強く地価は上昇基調にある。土地は２００㎡程度
で３，１００万円～３，４００万円程度、新築戸建住宅は５，０００万円程度が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 14－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

14 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

藤原不動産鑑定

藤原　正秀



神戸市垂水区霞ケ丘１丁目１２６１番６

戸建住宅地

中小規模一般住宅が
建ち並ぶ住宅地域

24

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 15 20 0 戸建住宅地

-

１住居(60,160)
準防

雇用・所得環境、企業収益の改善等が続く中で、景気は緩やかな
回復基調が続いている。垂水区の住宅地需要は概ね堅調に推移し
ている。

最寄駅から徒歩圏に位置し、住環境も良好で需要は底堅い。地域
要因に変動はなく、地価はやや上昇傾向で推移している。

個別的要因に変動はない。

中小規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域であり、画地規模等から賃貸経営上合理的な建物の想定は困難なため、収益価格は試
算しなかった。取引は自己使用目的が中心で収益物件所有を目的とした取引は少なく、市場参加者は取引価格を指標に価格
決定するのが一般的と思料される。よって、比準価格をもって鑑定評価額を上記の通り決定した。なお、標準地及び指定基
準地から検討した価格とも均衡を得ていると判断した。

［

［

住宅
Ｗ２

中小規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域として熟成しており、当面は現状維持で推移するものと予測する。なお、地価はやや
上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 190,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

194,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 15

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+2.0

-8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ垂水駅
北西方 650m

ＪＲ垂水
650m

(8)

東4m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(60,160)

特記すべき事項はない 基準方位　　北　
４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「霞ケ丘１－２－３３」

②地積

（㎡）

96

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

195,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

183,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.6％ ％

95.7 ］

100.6［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

194,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

-3.0

-19.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

154,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

80.1 ］

100［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 28日 正常価格

平成 30年 7月 4日平成 30年 7月 1日

18,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 195,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

150,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線、山陽電鉄本線沿線で概ね神戸市の圏域に存する住宅地域である。需要者は神戸市及び明石市の
居住者が大半を占めるが、圏外からの需要も認められる。最寄駅から徒歩圏に位置し、垂水区の中では住環境に優れており、
学校区の人気も高く需要は底堅い。土地は基準地と同程度の規模で総額１，５００万円～２，０００万円程度、新築戸建住
宅は３，５００万円程度が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 15－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

15 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　谷澤総合鑑定所　神戸支社

入田裕和



神戸市垂水区五色山７丁目２０７０番７

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い既成の住宅地域

14

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 40 40 40 戸建住宅地

-

１低専(60,150)
準防

神戸市垂水区は大阪・神戸のベッドタウンとしての人気が高いが、
人口は微減している。

地域要因に特別な変動はない。

個別的要因に変動はない。

周辺にハイツ等も見られるが、画地規模等から賃貸経営上合理的な賃貸建物の想定が困難なため、収益価格は試算しなかっ
た。快適性を重視する住宅地域であることから、自用目的での取引が中心で、取引価格の水準を指標に価格が決定されるこ
とが一般的と認められるので、比準価格を採用して鑑定評価額を上記の通り決定した。なお、標準地から規準を、指定基準
地から検討を行ったが均衡している。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は成熟した住宅地域で、今後も現状維持のまま推移していくものと予測する。地価はやや上昇傾向で推移すると予
測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 173,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

176,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 40

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+3.0

-12.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄霞ヶ丘駅
西 300m

山陽電鉄霞ヶ丘
300m

(8)

東4.7m市道

１低専
(60,150)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
４．７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「五色山７－９－１１」

②地積

（㎡）

130

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 10.0  ｍ、　規模 130  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

175,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

169,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.2％ ％

94.3 ］

100［ ］ 101.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

175,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-2.0

+3.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

166,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

96.9 ］

101.2［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 4日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

22,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 175,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

140,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ山陽本線及び山陽電鉄沿線で概ね神戸市の圏域に存する住宅地域。需要者は神戸市内の居住者が殆どを
占める。旧来からの既成住宅地域で、供給は小規模な建売分譲が見込まれる程度である。当該地域は相対的に利便性に優る
ため、需要は根強いものがある。土地は２０００万円前後、新築戸建物件は３５００万円～４０００万円程度が需要の中心
である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 16－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

16 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

尾崎不動産鑑定

尾﨑　潤



神戸市垂水区小束山本町２丁目８６８番２８９

戸建住宅地

中小規模の一般住宅
が多い整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 40 0 40 戸建住宅地

-

２住居(60,200)

垂水区内の人口は微減傾向。駅徒歩圏内の住宅地の需要は堅調で
ある。徒歩圏外では新規の住宅分譲により、供給過多の団地も見
られる。

周辺の新興地域の宅地供給圧力の影響や標準的な画地規模がやや
大きく選好性にやや劣ること等から地価はやや弱含み基調である。

個別的要因に変動はない。

アパート等の収益物件は一部見られるが、画地規模等から賃貸経営上合理的な建物の想定が困難なため、収益価格は試算し
なかった。当該地域は、自己使用目的での取引が中心である。居住の快適性・利便性等が重視される住宅地域で、取引価格
の水準を指標に価格が決定されることが一般的である。従って、地価公示代表標準地と規準した価格との検討結果を踏まえ、
市場性を反映した比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中小規模の一般住宅が建ち並ぶ住宅地域。地域要因に特別な変動はなく、今後も現状のまま推移するものと予測する。地価
は周辺の新興住宅団地の宅地供給圧力の影響等を受け、やや下落傾向にあるものと考える。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 104,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

103,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 32

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+8.0

-5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄学園都
市駅
南方 3.3km

神戸市営地下鉄学園都市
3.3km

(8)

北6m市道

２住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「小束山本町２－２－１９」

②地積

（㎡）

196

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

103,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

110,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0％ ％

102.6 ］

99.1［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 27日 正常価格

平成 30年 7月 4日平成 30年 7月 1日

20,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 103,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

83,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市営地下鉄西神・山手線、ＪＲ山陽本線沿線で垂水区中北部の圏域に存する住宅地域。需要者の中心は神
戸市内の居住者であるが、他市からの転入も見られる。垂水区北部の住宅地で居住環境も良く、需要は堅調に推移していた
が、周辺の舞多聞等新興住宅団地の新築建売住宅の供給が継続しており、需要はやや弱含みに転じている。需要の中心とな
る価格帯は、土地は標準的な規模で２０００万円前後、新築の戸建住宅は４０００万円前後と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 17－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

17 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　山本総合鑑定

山本昌生



神戸市垂水区西舞子５丁目２８８番３

戸建住宅地

中小規模の一般住宅
が建ち並ぶ閑静な住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 40 15 40 戸建住宅地

-

１低専(60,150)
準防

景気、雇用情勢は改善傾向。個人消費に持ち直しの兆しがみられ
る。垂水区の立地の良い地域では、不動産市況は堅調に推移して
いる。

地域要因に特別の変動はない。駅からさほど遠くない既成住宅地
域で、当該地域の宅地に対する需要は安定的である。

個別的要因に変動はない。

当該地域は、収益性よりも居住の快適性、利便性が重視される住宅地域で、自己使用目的の取引が支配的となっている。本
件鑑定評価においては、画地規模等から賃貸経営上合理的な建物の想定が困難であるため、収益価格は算定せず、代表標準
地との検討を踏まえ、現実の市場性を反映する事例より求めた比準価格をもって、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

当該地域は、中小規模の一般住宅が建ち並ぶ閑静な住宅地域で、今後も現状のまま推移するものと思われる。地価は、横這
い傾向にあると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 141,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

141,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 33

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-4.0

0.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄西舞子駅
北西方 600m

山陽電鉄西舞子
600m

(8)

南西5m市道

１低専
(60,150)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西舞子５－１２－５」

②地積

（㎡）

157

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

141,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

133,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

94.1 ］

100［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 18日 正常価格

平成 30年 7月 5日平成 30年 7月 1日

22,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 141,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

110,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、山陽電鉄本線及びＪＲ山陽本線沿線で、概ね神戸市の圏域に存する住宅地域。需要者は神戸市の居住者が多
くを占める。駅にも比較的近く利便性のある旧来からの住宅地域で、需要は安定的である。土地は２，０００万円から２，
３００万円程度、新築戸建は３，５００万円から４，０００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 18－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

18 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

水野不動産鑑定事務所

水野　雅一



神戸市垂水区舞子台８丁目１２６３番２３

低層住宅地

中規模一般住宅が多
い既成の住宅地域

10

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 60 60 40 低層住宅地

-

１中専(60,160)
準防

神戸市垂水区は大阪・神戸のベッドタウンとしての人気が高いが、
人口は微減している。

地域要因に特別な変動はない。

個別的要因に変動はない。

周辺には賃貸マンション等の収益物件は見られるが、自用目的の取引が中心である。また、快適性を重視する住宅地域であ
るので、取引市場の実態をより反映する実証的な比準価格を重視し、収益価格を参考として、鑑定評価額を上記の通り決定
した。なお、標準地から規準を、指定基準地から検討を行ったが均衡している。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は成熟した住宅地域であり、今後とも現状の住環境を維持するものと思われる。地価はやや上昇傾向で推移すると
予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 144,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

146,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+6.0

-9.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ舞子駅
北 1.3km

ＪＲ舞子
1.3km

(8)

南西4m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(60,160)

特にない 基準方位北４ｍ　
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「舞子台８－１０－７」

②地積

（㎡）

216

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 220  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

146,000 円／㎡

89,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

142,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.4％ ％

98.4 ］

100［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

146,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

0.0

-9.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

133,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

90.9 ］

100［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 4日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

31,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 146,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

115,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は、ＪＲ山陽本線及び山陽電鉄沿線で概ね神戸市の圏域に存する住宅地域である。需要者は神戸市内の居
住者が大半を占める。垂水区の住宅地は全般的に人気が高く、また当該地域は相対的に利便性に優るため、需要は根強いも
のがある。土地は２００㎡前後で総額２５００～３０００万円程度が取引の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 19－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

19 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

尾崎不動産鑑定

尾﨑　潤



神戸市垂水区舞子坂４丁目５番６

戸建住宅地

中小規模の一般住宅
が多い傾斜地の住宅
地域

10

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 20 40 40 戸建住宅地

-

１低専(60,150)
準防

神戸市垂水区は大阪・神戸のベッドタウンとしての人気が高いが、
人口は微減している。

地域要因に特別な変動はない。

個別的要因に変動はない。

周辺にマンション等も見られるが、画地規模等から賃貸経営上合理的な賃貸建物の想定が困難なため、収益価格は試算しな
かった。快適性を重視する住宅地域であることから、自用目的での取引が中心で、取引価格の水準を指標に価格が決定され
ることが一般的と認められるので、比準価格を採用して鑑定評価額を上記の通り決定した。なお、標準地から規準を、指定
基準地から検討を行ったが均衡している。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は、中小規模の一般住宅が多い傾斜地の住宅地域であり、今後も現状の住環境を維持するものと思われる。地価は
やや下落傾向で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 94,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

93,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 31

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+2.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ舞子駅
北 2.2km

ＪＲ舞子
2.2km

(8)

東5.5m市道

１低専
(60,150)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　　　
５．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「舞子坂４－２－３８」

②地積

（㎡）

101

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

93,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

96,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.5％ ％

100 ］

99.0［ ］ 101.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

93,700

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+5.0

+38.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

133,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

142.0 ］

100［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 4日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

9,440,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 93,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

75,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は、ＪＲ山陽本線及び山陽電鉄沿線で概ね神戸市の圏域に存する住宅地域である。需要者は神戸市内の居
住者が大半を占める。垂水区の住宅地は全般的に人気が高いが、当該地域は相対的に利便性に劣り、地勢が劣るため、需要
はやや弱い。取引される画地規模は大小あり需要の中心となる価格帯は見い出しにくい状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 20－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

20 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

尾崎不動産鑑定

尾﨑　潤



神戸市垂水区千代が丘１丁目２２５２番１０９０

低層住宅地

中小規模の一般住宅
が多い住宅地域

14

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 20 60 20 低層住宅地

-

１中専(60,160)
準防

区内の人口は微減傾向で推移している。垂水駅徒歩圏等の人気エ
リアを除き、全体的に地価は横ばい乃至はやや下落傾向で推移し
ている。

最寄り駅からやや距離がある雑然とした住宅地域であり、相対的
な競争力の低下を反映し、需要は弱含みで推移している。

個別的要因に変動はない。

周辺には賃貸用共同住宅もみられるものの、近隣地域内には価格水準の形成を主導する収益物件はなく、収益目的の取引は
ほとんど見受けられない。居住の快適性・利便性に着目した自用目的の土地取引が中心となっていることから、本件は市場
の実情をより反映する比準価格を重視し、収益価格は参考にとどめ、公示価格を規準とした価格及び指定基準地からの検討
を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は中小規模一般住宅が建ち並ぶ雑然とした住宅地域であり、特段の地域要因の変動はみられない。最寄り駅からや
や遠く、かつ街路条件の劣る雑然とした地域であり、地価は弱含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 103,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

102,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 54

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.0

+15.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ垂水駅
北 1.8km

ＪＲ垂水
1.8km

(8)

南4m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(60,160)

特にない 基準方位　北　　
４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「千代が丘１－３－２９」

②地積

（㎡）

244

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

102,000 円／㎡

60,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

118,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0 ％ ％

119.6 ］

100［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

102,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+9.0

+60.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

166,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

169.2 ］

101.2［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 25日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

24,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 102,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

82,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線の沿線で、概ね神戸市西部の住宅地域を包含する圏域。需要者は神戸市内の居
住者が中心となっている。最寄り駅からやや遠く、かつ街路条件の劣る雑然とした住宅地域であり、土地需要はやや弱含み
で推移している。市場の中心となる価格帯は２４０㎡程度の標準的な規模の土地で２，０００万円～２，５００万円程度、
新築の戸建住宅は３，５００万円～４，０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 21－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

21 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

中尾不動産鑑定事務所

明井 英雄



神戸市垂水区西脇１丁目１３０２番７

戸建住宅地

一般住宅、マンショ
ン等が混在する住宅
地域

30

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 50 30 戸建住宅地

-

１低専(60,150)

景気、雇用情勢は改善傾向。個人消費に持ち直しの兆しがみられ
る。垂水区全体的には不動産市況は底堅く推移している。

地域要因に特別の変動はない。競合する住宅団地が多く、当該地
域の宅地に対する需要は弱含みである。

個別的要因に変動はない。

当該地域は、収益性よりも居住の快適性、利便性が重視される住宅地域であり、自己使用目的の取引が支配的となっている。
本件鑑定評価においては、画地規模等から賃貸経営上合理的な建物の想定が困難であるため、収益価格は試算せず、標準地
及び指定基準地との検討を踏まえ、現実の市場性を反映する事例より求めた実証的な比準価格をもって、鑑定評価額を上記
の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は、一般住宅、マンション等が混在する住宅地域で、今後も現状のまま推移するものと思われる。地価は、やや弱
含み傾向にあると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 94,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

93,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 30

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

0.0

+5.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ舞子駅
北方 2.7km

ＪＲ舞子
2.7km

(8)

北東6m市道

１低専
(60,150)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西脇１－１－２１」

②地積

（㎡）

101

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

93,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

93,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.1％ ％

98.8 ］

99.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

93,200

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+17.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

111,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

113.5 ］

98.2［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 18日 正常価格

平成 30年 7月 5日平成 30年 7月 1日

9,440,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 93,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

75,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ山陽本線、山陽電鉄本線及び市営地下鉄西神山手線沿線で、概ね神戸市の圏域に存する住宅地域。需要
者は、神戸市の居住者が多くを占める。周辺には競合する住宅団地も多く、需要は弱含み傾向にある。土地は１，０００万
円程度、新築戸建は２，５００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 22－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

22 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

水野不動産鑑定事務所

水野　雅一



神戸市垂水区神陵台９丁目８４番

戸建住宅地

中規模一般住宅の多
い区画整然とした住
宅地域

30

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 70 50 50 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

区域北部の既成団地内等で地価の下落がみられたが、人気学校区
内等上昇が続いた地域もあり区内全体としては概ね横這い傾向と
なった。

北部既成団地内の地域で地価は引き続き下落傾向にあった。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅が建ち並ぶ大規模開発団地内で、戸建賃貸住宅が存在しても転勤等特殊な事情に基づくものが中心であり、経済的
に賃貸住宅が成り立つ地域ではなく、自用目的の取引が中心であるとみられるため収益価格は試算せず、比準価格をもって
鑑定評価額を上記のとおり決定した。また、当該評価額は下記（８）の規準結果との均衡を得ており、（９）の検討も併せ
て行った。

［

［

住宅
ＬＳ２

当該地域は熟成した住宅地域で、当分現状維持するものと予測する。また、区内北部では近年、大規模団地開発が相次ぎ、
大量の新規分譲があり、当該新興地域との競合から地価は弱含みで当面微落傾向にあると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 98,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

97,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 25

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

-1.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ朝霧駅
北東方 3.2km

ＪＲ朝霧
3.2km

(8)

南東6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　　　　
　北６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「神陵台９－１２－２０」

②地積

（㎡）

206

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 14.5  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

97,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

97,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.5 ％ ％

99.0 ］

99.9［ ］ 102.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

97,200

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+11.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

111,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

111.0 ］

98.2［ ］ 102.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 8日 正常価格

平成 30年 7月 1日平成 30年 7月 1日

20,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 97,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

78,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市内のうちＪＲ山陽本線及び市営地下鉄西神線沿線の住宅地域。需要者の中心はほぼ神戸市内居住者であ
る。新興の大規模開発団地内で新規分譲は継続しており大量の供給残がある。一方、実需は一次取得層の予算額に見合った
住宅は品薄気味で取引自体は若干減少傾向にあった。土地は２００㎡程度で２，０００万円前後、新築の戸建住宅は３，５
００万円程度が中心。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 23－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

23 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４

業者名

印不動産鑑定士氏名

野島不動産鑑定事務所

野島準一



神戸市垂水区高丸２丁目２２４５番１７４外

戸建住宅地

中小規模の一般住宅
が多い住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 40 40 40 戸建住宅地

-

１低専(60,150)
準防

地価は全般的に横這い傾向にあるが郊外部では下落傾向にあり、
地価の二極化が進んでいる。垂水区では地価は安定的に推移して
いる。

特に大きな地域要因の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

中小規模一般住宅を中心とする住宅地域であり、自用目的の取引が中心である。画地規模等から経済的に賃貸事業の成り立
つ建物の想定が困難であり、需要者は収益性よりも市場性や居住の快適性を指標として取引を行うものと考えられる。なお、
取引事例は同一需給圏内の類似地域等に存する多数の事例を収集し得た。よって、代表標準地との検討を踏まえた上、市場
性を反映して実証的な比準価格をもって、上記のとおりに鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

周辺地域においては敷地の細分化も見受けられるが、今後とも良好な住環境を維持していくものと予測する。閑静な住宅地
域であり、地価は概ね横這いで推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 154,000円／㎡

公示価格 154,000円／㎡

標準地番号 神戸垂水 2-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

154,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ垂水駅
北東 950m

ＪＲ垂水
950m

(8)

北東5.2m市道

１低専
(60,150)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
５．２ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「高丸２－４－２８」

②地積

（㎡）

149

( )

⑨法令上の規制等

2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 9.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

154,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

154,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 0.0％ ％

100 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 25日 正常価格

平成 30年 7月 5日平成 30年 7月 1日

22,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 154,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

125,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線沿線で、概ね神戸市の圏域に存する住宅地域である。需要者の中心は神戸市の
居住者が大半を占める。高台の閑静な住宅地域で居住環境に優れ、従来は邸宅街であったが、近年は画地の細分化が進み、
値頃感から需給は比較的安定している。土地は２，０００万円～２，５００万円程度、新築の戸建物件は４，０００万円程
度が中心価格帯である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 24－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

24 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定調査サービス

有馬 隆之



神戸市垂水区青山台１丁目１９番５

戸建住宅地

一般住宅が多い区画
整然とした高台の住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 60 30 40 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

垂水区の人口は微減傾向、分譲地供給はあるが住宅需要はおおむ
ね堅調で利便性の良好な地域では僅かながら上昇した地点も見ら
れる。

最寄り駅からバス圏内に位置し相対的な利便性はやや劣る。地価
は微減し始めている。

個別的要因に変動はない。

一般住宅が多い区画整然とした住宅地域であり、経済的に賃貸事業が成り立つ地域ではないため、収益価格は試算しなかっ
た。取引は自己使用目的が中心で、市場参加者は取引価格を指標に価格決定するのが一般的と思料される。本件では、代表
標準地の変動内容を吟味し検討を踏まえ、評価基準地が代表標準地と同一地点であることから半年毎の変動率についても検
討し、市場性を反映している実証的な比準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

一般住宅が多い区画整然とした高台の住宅地域として熟成しており、当面は現状維持で推移するものと予測する。しかし、
地価水準は若干下落し始めており、今後も同じように微減で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 108,000 円／㎡

公示価格 108,000 円／㎡

標準地番号 神戸垂水 28-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

107,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 28

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ垂水駅
北東方 3.3km

ＪＲ垂水
3.3km

(8)

南6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　　　　
北６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「青山台１－１９－５」

②地積

（㎡）

166

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.5  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

107,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

108,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9 -0.9％ ％

100 ］

99.1［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 5日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

17,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 107,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

86,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線・山陽電鉄本線沿線で、神戸市の圏域に存する中規模住宅地である。需要者は神戸市内の居住者
が大半であり圏外からの需要は少ない。最寄駅から遠くバス圏に位置するため生活利便性がやや劣る。また北向き下がり緩
傾斜の住宅地域であるため需要はやや伸び悩みの状態にある。土地は中規模画地で１，５００～２，０００万円程度、新築
建売住宅は３，５００万円前後の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 25－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

25 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社六甲アイランド鑑定事務所

福永　美幸



神戸市垂水区城が山１丁目１５４５番５６

低層住宅地

中規模一般住宅が多
い利便性のよい住宅
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 20 50 50 低層住宅地

-

１住居(60,200)
準防

垂水区内の人口は微減傾向。駅徒歩圏内の住宅地の需要は堅調で
ある。徒歩圏外では新規の住宅分譲により、供給過多の団地も見
られる。

周辺地域において小規模開発による宅地の供給が見受けられる、
需要は強含みで推移している。

個別的要因に変動はない。

周辺には賃貸用共同住宅もみられるものの、近隣地域内には価格水準の形成を主導する収益物件はなく、収益目的の取引は
ほとんど見受けられない。居住の快適性・利便性に着目した自用目的の土地取引が中心となっていることから、本件は市場
の実態をより反映する比準価格を重視し、収益価格は参考にとどめ、代表標準地と規準した価格との検討結果を踏まえ、鑑
定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は、中規模一般住宅を中心とする住宅地域で、地域要因に特別の変動はなく、今後も現状維持のまま推移するもの
と考える。地価水準は、地域の居住環境・利便性等からやや強含みと考える。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 116,000円／㎡

公示価格 116,000円／㎡

標準地番号 神戸垂水 26-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

117,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 26

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄滝の茶屋駅
北西方 350m

山陽電鉄滝の茶屋
350m

(8)

東6m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「城が山１－１４－１２」

②地積

（㎡）

202

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.5  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

117,000 円／㎡

62,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

116,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.9 +0.9％ ％

100 ］

100.9［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 27日 正常価格

平成 30年 7月 4日平成 30年 7月 1日

23,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 117,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

93,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線沿線で、概ね垂水区南部の駅徒歩圏の圏域である。需要者の中心は、神戸市内
の居住者が大半を占める。旧来からの既成住宅地域で、周辺からのアクセス路等街路条件がやや劣るが、最寄駅徒歩圏内で、
また、利便性・居住環境が良好なことから地価は強含みである。土地は２０００万円～２５００万円程度、新築建売住宅は
３５００万円程度の需要が中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 26－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

26 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　山本総合鑑定

山本昌生



神戸市垂水区歌敷山３丁目１７１５番３０

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い住宅地域

24

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 20 15 戸建住宅地

-

１低専(60,150)
準防

雇用・所得環境、企業収益の改善等が続く中で、景気は緩やかな
回復基調が続いている。垂水区の住宅地需要は概ね堅調に推移し
ている。

生活利便性に優れ、住環境も良好で需要は底堅い。地域要因に変
動はなく、地価はやや上昇傾向で推移している。

個別的要因に変動はない。

中規模一般住宅が多い住宅地域であり、経済的に賃貸事業が成り立つ地域ではないため収益価格は試算しなかった。取引は
自己使用目的が中心で、市場参加者は取引価格を指標に価格決定するのが一般的と思料される。よって、比準価格をもって
鑑定評価額を上記の通り決定した。なお、標準地及び指定基準地から検討した価格とも均衡を得ていると判断した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅が多い住宅地域として熟成しており、当面は現状維持で推移するものと予測する。なお、地価はやや上昇傾
向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 169,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

172,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 23

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-4.0

+3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄霞ヶ丘駅
北方 800m

山陽電鉄霞ヶ丘
800m

(8)

南5m市道

１低専
(60,150)
準防

（その他）　　　　

特記すべき事項はない 基準方位　　北　
５ｍ市道　　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「歌敷山３－５－６」

②地積

（㎡）

152

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 10.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

172,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

167,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.8％ ％

97.9 ］

100.6［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

171,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.0

-9.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

154,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

92.8 ］

100［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 28日 正常価格

平成 30年 7月 4日平成 30年 7月 1日

26,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 172,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

135,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線、山陽電鉄本線沿線で概ね神戸市の圏域に存する住宅地域である。需要者は神戸市及び明石市の
居住者が大半を占めるが、圏外からの需要も認められる。垂水区の中では住環境に優れており、学校区の人気も高く、生活
利便性も良好で需要は底堅い。土地は基準地と同程度の規模で総額２，５００万円強程度、新築戸建住宅は４，０００万円
程度が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 27－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

27 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　谷澤総合鑑定所　神戸支社

入田裕和



神戸市垂水区西舞子２丁目８２２番１８

戸建住宅地

中小規模の一般住宅
、共同住宅が混在す
る住宅地域

10

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 30 70 戸建住宅地

-

１中専(60,160)
準防

垂水区の人口は微減傾向、分譲地供給はあるが住宅需要はおおむ
ね堅調で利便性の良好な地域では僅かながら上昇した地点も見ら
れる。

中小規模一般住宅、共同住宅が混在する地域で格別な地域要因の
変動はない。

個別的要因に変動はない。

収益物件は一部混在しているが、自用目的取引が中心で土地価格に見合う賃料水準が形成されていない。また基準地は画地
規模等から賃貸経営上合理的な建物の想定が困難なため収益還元法は適用しない。本件では、指定基準地及び標準地との検
討を踏まえ、市場の実態を反映した実証的な取引事例より試算した比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中小規模一般住宅を中心にマンション等もみられ地域は熟成しており今後も現状のまま推移するものと予測する。駅徒歩圏
内で地価水準は概ね横這傾向にあるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 133,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

133,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

-2.0

+6.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄西舞子駅
北東方 220m

山陽電鉄西舞子
220m

(8)

北東4m私道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(60,160)

特にない 基準方位　北　　
４ｍ私道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西舞子２－８－２７」

②地積

（㎡）

84

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.5  ｍ、　奥行　約 10.0  ｍ、　規模 85  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

133,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

142,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 ％ ％

107.0 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

133,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

-8.0

+7.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

133,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

99.3 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 5日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

11,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 133,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

105,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は山陽電鉄本線及びＪＲ山陽本線沿線で、神戸市の圏域に存する住宅地。需要者の中心は神戸市居住者が大半を
占める。新規分譲や都心回帰傾向から需要は弱含みであったが、利便性が高いこと等から需要は回復している。需要の中心
となる価格帯は土地は１，０００万円～１，５００万円程度、新築建売住宅は３，０００～３，５００万円未満までである。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 28－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

28 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社六甲アイランド鑑定事務所

福永　美幸



神戸市垂水区西舞子８丁目３７６番２７４

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ高台の住宅地
域

10

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北80 80 15 15 戸建住宅地

-

１低専(60,150)
準防

垂水区の人口は微減傾向、分譲地供給はあるが住宅需要はおおむ
ね堅調で利便性の良好な地域では僅かながら上昇した地点も見ら
れる。

中規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域であり、地域要因に特に変化
はない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅用に開発された住宅団地で、戸建賃貸住宅が存在しても転勤等の特殊な事情に基づくものが中心であり、経済的に
賃貸事業が成り立つ地域ではないことから収益価格は試算しなかった。一方、比準価格は、類似地域における多数の信頼性
のある取引事例より求めたものであり、市場の実態を反映した価格である。本件では、指定基準地及び標準地との検討を踏
まえ、市場の実態を反映した比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅が建ち並ぶ高台の住宅地域で、当面現状のまま推移するものと思われる。地価水準は安定的に推移するもの
と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 115,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

115,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+4.0

+19.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ朝霧駅
北東方 1.1km

ＪＲ朝霧
1.1km

(8)

北6m私道

１低専
(60,150)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位北
６ｍ私道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西舞子８－５－２６」

②地積

（㎡）

134

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 130  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

115,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

142,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

123.8 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

115,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

垂水（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-2.0

+19.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

133,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

114.3 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 18日 正常価格

平成 30年 7月 5日平成 30年 7月 1日

15,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 115,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

92,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線沿線で、神戸市南西部の圏域に存する住宅地域。需要者の中心は、同一需給
圏内の居住者が多い。新規分譲の供給圧力もあるが、値頃感から需要は安定している。土地は１，５００万円程度、新築戸
建住宅で３，０００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 29－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

29 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

水野不動産鑑定事務所

水野　雅一



神戸市垂水区学が丘４丁目２０番１３

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ閑静な住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 30 20 80 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

区内の人口は微減傾向で推移している。垂水駅徒歩圏等の人気エ
リアを除き、全体的に地価は横ばい乃至はやや下落傾向で推移し
ている。

周辺地域において大規模開発による宅地の供給が継続しており、
選好性は低下傾向にある。

個別的要因に変動はない。

対象基準地は戸建住宅用に開発された住宅団地内の宅地であり、賃借需要を想定するのは現実妥当性を欠くため収益価格は
求めることができなかった。居住の快適性・利便性に着目した自用目的の土地取引が中心となっていることから、本件は他
の基準地との価格均衡分析を行う等の広域的な検討を踏まえた上で市場性を反映した比準価格を採用し、鑑定評価額を上記
のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は中規模戸建住宅が建ち並ぶ成熟した住宅地域であり、特段の地域要因の変動はみられない。周辺地域において大
規模開発による宅地の供給が継続しており、地価はやや軟調に推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 111,000円／㎡

公示価格 110,000円／㎡

標準地番号 神戸垂水 32-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

109,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 32

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄学園都
市駅
南 3km

神戸市営地下鉄学園都市
3km

(8)

南6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「学が丘４－２０－１５」

②地積

（㎡）

219

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 220  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

109,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

110,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.8 -0.9％ ％

100 ］

99.1［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 25日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

23,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 109,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

88,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線、山陽電鉄本線並びに市営地下鉄西神・山手線沿線で、概ね神戸市西部の住宅地域を包含する圏
域。需要者は神戸市内の居住者が大半を占めている。利便性及び住環境の良好な住宅地域であるが、周辺地域において大規
模開発による宅地分譲が継続しており、地価はやや軟調に推移することが予測される。市場の中心となる価格帯は２２０㎡
程度の標準的な規模の土地で２，５００万円程度、新築の戸建住宅は４，０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 30－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

30 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

中尾不動産鑑定事務所

明井 英雄



神戸市垂水区小束山７丁目１０番５

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ区画整然とし
た住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 50 50 30 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

地価は全般的に横這い傾向にあるが郊外部では下落傾向にあり、
地価の二極化が進んでいる。垂水区では地価は安定的に推移して
いる。

特に大きな地域要因の変動は認められないが、舞多聞地区の進展
とともに周辺地域では店舗が集積しつつある。

個別的要因に変動はない。

中規模戸建住宅が建ち並ぶ地域であり、戸建賃貸住宅が存在しても特殊な事情に基づくものがほとんどで、自己使用目的の
取引が中心の住宅地域である。需要者は市場での成約価格の水準を指標として取引価格を決定する。なお、取引事例は同一
需給圏内の類似地域等に存する多数の事例を収集し得た。よって、代表標準地との検討を踏まえた上、市場性を反映して実
証的な比準価格をもって、上記のとおりに鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

中規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域として成熟しているが、周辺地域では店舗が集積し、利便性は向上して
いる。周辺での宅地の大量供給から地価はやや弱含みで推移している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 107,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

106,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸垂水 32

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-1.0

+2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄学園都
市駅
南 1.9km

神戸市営地下鉄学園都市
1.9km

(8)

南西6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

197

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

106,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

110,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9％ ％

101.0 ］

99.1［ ］ 101.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 25日 正常価格

平成 30年 7月 5日平成 30年 7月 1日

20,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 106,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

86,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市営地下鉄西神・山手線、ＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線沿線で、概ね神戸市の圏域に存する住宅地域である。
需要者は、神戸市の居住者が多くを占める。近くには各種の沿道型小売店舗の集積が進んでおり利便性が向上しているが、
舞多聞地区での大規模開発による供給圧力の影響も認められる。土地は２，０００万円～２，３００万円程度、新築の戸建
物件は３，５００万円～４，０００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 31－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －

基準地番号 提出先

31 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定調査サービス

有馬 隆之



神戸市垂水区平磯４丁目１０番２

中層店舗住宅併用地

小売店舗、雑居ビル
等が多い駅前商業地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 20 30 30 中層店舗住宅併用地

-

近商(80,300)
準防

地価は全般的に横這い傾向にあるが郊外部では下落傾向にあり、
地価の二極化が進んでいる。垂水区では地価は安定的に推移して
いる。

特に大きな地域要因の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

当該地域は自用目的の店舗等と賃貸物件が混在する商業地域である。収益価格は商業地においては指標とすべき価格である
が、試算の過程に多くの想定要素を含み、規範性にやや欠ける。取引事例については同一需給圏内の類似地域等に存する多
数の事例を収集し得、比準価格は信頼性の高いものと思料される。よって、下記標準地との検討を踏まえた上、市場性を反
映して実証的な比準価格を中心に、収益価格を関連づけて、上記のとおりに鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗兼事務所
Ｓ４

各種の複合ビルが建ち並ぶ駅に近い商業地域であるが、個人消費の落ち込み等により繁華性は低い状態を維持するものと予
測する。地価は概ね横這いで推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 210,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

209,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 7

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-5.0

+10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ垂水駅
南東 70m

ＪＲ垂水
70m

(8)

西5m県道

近商
(80,300)
準防

（その他）　　　　

特にない ５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「平磯４－４－１４」

②地積

（㎡）

42

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

5.0  ｍ、　奥行　約 10.0  ｍ、　規模 50  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

216,000 円／㎡

173,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

219,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

105.5 ］

100.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 25日 正常価格

平成 30年 7月 5日平成 30年 7月 1日

8,820,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 210,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

175,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線沿線で、概ね神戸市及び隣接市の圏域である。需要者の中心は同一需給圏内に
地縁性を持つ事業者がほとんどである。景気の持ち直しを背景に需給は安定しつつあり、地価は概ね横ばい傾向にあると思
われる。取引される画地規模や価格帯はまちまちで、需要の中心となる価格帯は見出せない状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定調査サービス

有馬 隆之



神戸市垂水区神田町１１１番４外

中層店舗付事務所地

中層の店舗付事務所
ビル等が建ち並ぶ駅
前の商業地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 20 0 0 中層店舗付事務所地

-

近商(100,400)
防火

区内商業地域は総じて安定的に推移したが、マイナス金利による
収益物件の高騰化等の影響から一部上昇に転じた地域もみられた。

上記のとおり客足の流れも安定的で、市場の選好性が高い地域と
みられることから地価は上昇傾向にあった。

個別的要因に変動はない。

周辺の利用状況等を踏まえ収益価格を求めたが、「垂水」駅前の希少性の高い地域で名声的価値を織り込み価格水準が形成
されている。したがって、市場実態に副った価格検証の観点から、商業地域ではあるが比準価格を充分に考量のうえ鑑定評
価額を上記のとおり決定した。なお、決定額は若干比準価格寄りとなったが収益価格との乖離も小幅で妥当な結果と判断し
た。また、当該評価額は下記（８）の規準結果との均衡を得ており、（９）の検討も併せて行った。

［

［

店舗兼作業場兼住宅
ＲＣ５

当該地域は垂水区内の中心商業地域で、商況に目立った変化はなく当分現状維持するものと予測する。駅前に位置し客足の
流れも安定的な地域で地価は僅かながら上昇傾向にあるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 325,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

335,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 3

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

-4.0

-17.0

+10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ垂水駅
北方 70m

ＪＲ垂水
70m

(8)

南9m市道

近商
(80,400)
防火

（その他）　　　　
(100,400)

特にない ９ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「神田町２－１０」

②地積

（㎡）

97

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 10.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

355,000 円／㎡

284,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

301,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.8 ％ ％

90.3 ］

100.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 6日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

334,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

須磨（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

0.0

+35.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

492,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

144.6 ］

101.2［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 8日 正常価格

平成 30年 7月 1日平成 30年 7月 1日

32,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 334,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

260,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市及び明石市のうち山陽電鉄本線、ＪＲ山陽本線及び市営地下鉄西神山手線沿線の商業地域。需要者の中
心は地縁性をもつ法人または個人が想定される。景気回復は未だ不十分で商業地需要自体に新たな変化はみられないが、供
給の限られる在来地域内では土地の希少性が高く市場では売手優位で地価は安定的に推移している。なお、当該状況から取
引は少なく典型的な需要者を前提とした中心となる価格帯を指摘できる状況にない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

垂水（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

垂水（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４

業者名

印不動産鑑定士氏名

野島不動産鑑定事務所

野島準一


